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☆東北地方の梅雨入りが６月21日、気象庁
から発表されました。まだ多くの方々が避
難生活されておられる中、地震による地盤
軟弱な所も多いと思います。十分気をつけ
ていただきたいものです。７月に入り関東
地方も夏本番となり、暑い日が続いていま
すが、皆様方の地方はいかがでしょうか。

☆６月29日、「全国エコファーマーネット
ワーク」幹事会が開催され、22年度の実
績報告と本年度事業計画の検討が行われま
した。

　　今年度の主な事業活動は、まず、エコ
ファーマー全国交流会の開催についてで
す。開催場所は交通手段、現地研修に便利
な埼玉県下、開催時期は現地事情も考慮
し、1月中旬の方針となり、大体の構想が
固まりました。

　　２点目は、エコファーマー活動につい
て、一般市民、消費者等の皆さんにご理解
をいただくため、農林水産省にある「消費
者の部屋」で特別展示「環境に貢献する
エコファーマーの活動（案）」を平成23年
10月31日（月）～ 11月４日（金）〔11月３日

（木）は休日で閉館〕の間開催することと
なりました。エコファーマーに関連した政
策や活動状況のパネル展示並びに農産物・
加工製品や田んぼのいきものなど多様なも
のを展示する予定です。

　　３点目は、現在のエコファーマーマーク
は、今後、特定の県のみで使用可となりま

すが、全国エコファーマーネットワークの
会員証的なシンボルマークがあった方がい
いとの意見があり、具体化に向けた検討を
行うことになりました。

　　その他、ネットワークの普及啓発活動の
ための環境保全型農業技術研究会やエコ
ファーマー現地技術研究会等の企画及び会
員の加入促進・拡大対策についても検討が
行われました。

　　いずれの議題も、今年度のエコファー
マーネットワークの活動上重要な課題です
ので、幹事会での方針に添って事業展開を
行って参ります。

☆全国エコファーマーネットワークの会員の
皆様には、今年度から会費を頂くことに
なっており、５月に皆様方に会員継続の意
思を確認方々ご連絡を致しましたが、まだ
お済みでない方は意思確認票のFAXを送
付していただくとともに、ご継続の方は会
費の納入をお願いします。なお、会費納入
の方には会員証を順次お送りすることとし
ています。

☆平成22年11月15日から16日にかけて福島
県郡山市で「エコファーマー全国交流会（in
福島）」が開催され、３つの行事が行われ
ましたが、以下では、その中での「ネット
ワーク化フォーラム」におけるパネルディ
スカッション及び一部の講演の概要を掲載
しましたのでご覧ください。
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パネルディスカッションのメンバー

座　長　　松本　　聰　　全国環境保全型農業推進会議会長
パネラー　松尾　　元　　農林水産省生産局農業環境対策課長
　　　　　齋藤　文子　　パルシステム神奈川ゆめコープ理事長
　　　　　佐々木陽悦　　全国エコファーマーネットワーク会長
　　　　　宇川　　進　　全国エコファーマーネットワーク幹事
　　　　　鈴木　　新　　（株）丸果会津青果代表取締役専務

環境保全型農業の一層の
推進を目指して

― 平成22年度「エコファーマー全国交流会」
パネルディスカッションから ―

エコファーマー

　「全国エコファーマーネットワーク」の設
立を記念し、平成22年11月15日に、福島県
郡山市で「エコファーマー全国交流会」が開
催されました。本文はその際行われたパネル
ディスカッションの要旨です。但し、紙面の
制約で、全国交流会の冒頭に行われた基調講
演に係わる関連質問は省略しております。
　パネルディスカッションのメンバーは下表
の通りです。
松本（座長）：我が国農業は、一層のグロー
バル化が求められている一方、地球温暖化の
進行や生物多様性の喪失など、地球規模での
環境問題への対応が求められています。エコ
ファーマー全国交流会は、こうした背景の元
で企画しましたが、環境保全型農業の推進に
よる公益的機能が高く国民に支持・理解され
る農業の構築が求められています。
　全国エコファーマーネットワークは、環境
保全型農業の一層の展開を求められる中で、
農業者をはじめ関係者がどのような努力を
払っていくかが課題となっており、また農業

者が生産した美味しく、安全・安心な農産物
を消費者にどのように理解して頂き、販路拡
大を図るかも重要な課題です。
　すでに全国交流会の冒頭で、農水省の松尾
農業環境対策課長とパルシステム神奈川ゆめ
コープの齋藤理事長には基調講演を頂きまし
たので、最初に全国エコファーマーネット
ワーク佐々木会長と地元福島県の宇川幹事か
ら自己紹介を兼ね、環境保全型農業との係り
で話題提供をお願いし、更に、消費者、流通
関係者と連携した活動が重要なので、流通関
係者として、地元丸果会津青果株式会社の鈴
木代表取締役専務からも話題提供して頂きま
す。

農薬問題から始った産直活動の
30数年

佐々木：私は仙台市から北50km程の宮城県
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大崎市田尻に住んでいます。大崎市は「ひと
めぼれ」や「ササニシキ」を生んだ古川農業
試験場があり、米作りが盛んな地域です。
　環境保全型農業に取り組む契機は、今か
ら30数年前に、生産者の健康や命にかかわ
る農薬問題の発生からです。当時、田んぼに
除草剤を撒き、PCBの残留が出たり、除草
剤のパラコート剤で命を落とした人が出まし
た。この有機リン系の農薬で体調をこわした
り、除草剤が気化して臭いが充満し村全体が
悩まされたため、農薬依存の農業はやめ、航
空防除もやめて、地域の環境に悪影響を与え
ない農業生産を始めました。
　また、当時食の安全・安心を求め、ダイオ
キシンや農薬の廃棄運動をしていたみやぎ生
活協同組合の組合員がおられたので、そうい
う方々と一緒に産直事業を展開しました。私
達は、環境保全型農業を目指すと同時に、そ
れを理解してくれる消費者をどう組織してい
くかという時に、地元の生協と結びついて、
野菜をはじめ、畜産物やお米の産直運動を
30年余り進めてきました。
　また、2000年前後には、環境ホルモン問
題が出てきましたので、地域ぐるみで5割の
減農薬栽培に取り組む事業を展開してきまし
た。しかし、微量でも悪影響のでる環境ホル
モン問題に直面したとき、今までの５割削減
でいいのかとなり、もっと高いレベルを目指
すことになりました。その頃から環境創造型
農業を宣言し、有機農業を頂点とした、レベ
ルの高い環境保全型農業を目指しました。
　そうした中で、2000年頃から田んぼにト
ンボが多くなり、メダカやフナがふ化する実
態を見て、翌年から生き物調査を地元の生協
や仙台市民の方々と環境学習や食育という形
で学校と提携して始めました。生き物調査は
生物多様性とも関連しており、昨年１年間は

提携している生協、農協、全農、地域の行
政、NPOなどと一緒に「生きもの調査プロ
ジェクト」を立ち上げました。生物多様性の
豊かな農業の実態をみんなで調査し、「生き
もの宣言」をし、「生きもの認証マーク」を
作り、生物多様性豊かな水田で採れたお米に
そのマークを張って販売したのです。環境創
造型農業では、生物多様性だけではなく地球
温暖化の取組も含めて進めています。私達は
３年前から農地土壌の炭素貯留を理解するた
め、水田や畑がどう変化するのかの調査も
行っています。土壌分析を毎年行う中で、自
分達の耕土がどう変化していくのか、土づく
りを含めて新しいことに取り組み、実践して
います。
　私が宮城県で最初にエコファーマーになっ
たのは、環境保全型農業を育てると同時に、
社会に対して環境に優しい農業を行うことを
宣言するためでした。エコファーマーネット
ワークに加入し、多くの生産者と交流し、経
験を通じて活動の輪を広げたいということか
らエコファーマーの全国ネットワーク結成に
かかわりました。

土・作物・生産者の健康を目指した
農業

宇川：私は福島県猪苗代町の北には磐梯山、
前には猪苗代湖、それに野口英世記念館に囲
まれた地域で農業をしています。今から30
年前、子供に米麦に頼らない農業を考えたら
どうかと言われたことを契機にトマト作りを
始めました。約20年間にトマト栽培面積を
拡大してきたものの環境問題に直面しまし
た。硝酸態窒素が多すぎ人体に悪いと思い、
アミノ酸肥料に転換して、土の健康、作物の
健康そして生産者の健康という“３健康”を
目指し土づくりに取り組んできました。
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　そこで小規模でも高収益の作物をと、農業
情勢が変化する中で、休耕田にブルーベリー
を植えました。当時はブルーベリーに理解が
得られず、隣近所から「田んぼにヤナギの木
を植えて何するんだ」という批判がありまし
た。無農薬・無化学肥料で栽培しています。
４年前にある先生から「作物は草と共生して
いる」という話を聴き、除草剤は一切使わ
ず、今は草と作物を共生させ、昆虫をうまく
利用しホルモン剤を一切使わないでやってい
ます。
　私は現在、地域の生産者と一緒に、牛ふん
を使い化学肥料、農薬を減らして、ミネラル
トマト作りを行っています。これはこれまで
猪苗代湖の水は透明度日本一と言われていた
が、圃場整備が進むにつれ硝酸態窒素などの
流入で湖水が非常に汚れてきたことから、地
域や農家自らがその復元に取り組み、湖水の
透明度を高め、飲料水として利用している郡
山、会津若松の市民の健康を守るためにも必
要だと考えています。
　今後、エコファーマーネットワーク化を進
め、環境問題を学習していきたいと思いま
す。

市場で初のトレーサビリティ
システム導入

鈴木：地元会津若松市にある公設市場の丸果
会津青果の鈴木です。今から15年程前に偶
然パルシステムと出会いました。パルシステ
ムは60万人の組合でしたから、会津若松市
の人口の６倍の人と商売できると思いまし
た。この人達と付き合ったら、『栽培歴を書
く、優先排除農薬や使用禁止農薬』などがあ
りそれを普及所に相談しに行ったら、「こん
なことを記帳させたら、誰も野菜なんか作ら
ないよ」とのことでした。そこでトマト部会

とキュウリ部会で「年間販売単価は幾らだっ
たらいいですか」、「その値段で全部買うから、
その代わり記帳して下さい」と言い契約した
のです。それは（株）ジピーエスとの契約で
特定の農薬は使わないということでお願いし
ました。当時、野菜の値段がどん底の時で、
私達と契約すると全量買ってもらえ生計が立
つと、会津若松市で供給してもらえる農家が
増え、ジピーエス規格商品が増えていきまし
た。
　当時は全部コンテナで原料出荷していたの
ですが、ジピーエスから、選別したら不良品
が一杯あると言われました。誰のものが不良
品か分らないので、東京でパッケージするよ
り地元の安い労働力でパッケージした方がい
いということになりました。そこで地元で
パッケージする際、すべての商品に名前シー
ルを貼る方式に切り替えて、誰のものが悪い
かすぐ分かる仕組みにしました。そのうち
に、トレーサビリティという言葉が出てき
て、農水省からも呼ばれ、日本の市場で初め
てトレーサビリティという仕組みを自社で作
り上げていたことが分かりました。

エコファーマーになって良かったこと

松本：佐々木会長は宮城県で、宇川幹事は福
島県で、それぞれの県でエコファーマー第１
号の認証者で、エコファーマーの長い経歴が
ありますが，エコファーマーになって何がよ
かったかという点と、また環境保全型農業に
ついてご意見を頂きたい。
佐々木：エコファーマーになって良かったこ
とは、まず、環境保全型農業に取り組む全国
の仲間同士と親しくなれたことです。これま
での10年間、自ら社会に対して宣言すると
いうことは、自らの意思を貫く、またエコ
ファーマーだから特別のことというよりも、
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自分が生きる道に確信を持ってそれを貫き通
せる１つの契機になったと思っています。
　今から20 ～ 30年前に農薬や化学肥料を減
らすというのは、まさに村八分的な存在、異
端児の集まりと見られていました。それが近
年、農地・水・環境保全向上対策などのよう
に、社会に対し、国が環境保全型農業の生産
者を認知して、間接的とはいえ支援するシス
テムができたことは、一緒に努力してきた成
果が社会に認知されたということだと思いま
す。また、同時に現在海外からの貿易自由化
の圧力が強まる中で、国民に環境保全型農業
の価値、食の安全、自給率の向上を図り、ま
た温暖化や生物多様性や資源循環、窒素収支
の改善など、これらを解決できるのは環境保
全型農業の取組以外ないわけです。この道を
広く訴えることが、消費者にも、生協の方に
も認知していただける時代になってきたとい
うことを、私はエコファーマーとして10年
間やってきてよかったという気持ちです。こ
れからもこの道以外に、グローバル化の中で
日本農業が生きていく道はないと思っていま
す。
宇川：私も県内外に沢山の友達ができたのが
一番の財産です。昨年から、環境問題を特に
意識した農業をしていますが、猪苗代のある
ホテルから、是非私の農場で農産物を作って
もらえないかと頼まれました。環境を考え農
薬や化学肥料を削減した農法で、ホテルへの
農産物供給や小・中学生への体験農業なども
行っています。私は家内と２人でエコファー
マーを習得したおかげで、いろんなことを学
習し、それを実行し、今になって何とか楽し
い農業ができるようになりました。友達や沢
山の子供と学ぶことができることが私の夢で
したので、夢に向かってまだまだ進めるのか
なという思いでいます。

松本：生産費が上がる一方で価格を下げるこ
とを要求される状況の中で、環境保全型農業
は質的にも量的にも高めていかなければいけ
ないという、非常に難しい状況があります
が、これと絡めて鈴木専務からもう少しお話
を頂きたい。

エコを前提に新たな流通システムの
構築が急務

鈴木：原料費が上がって価格が下がった場合
に、打つ手段は１つしかありません。中間コ
ストの削減です。今、日本の青果物の流通は
市場流通が７割以上を占めています。青果市
場や仲卸が多すぎるため流通過程が凝縮され
て変化する日が遠からずきます。
　その最たるものが産直のシステムだと思い
ます。
　私達の会社も東京のあるスーパーと産直を
展開していますが、その販売額は最初1,000
万円位だったが、６年目で２億円規模になっ
ています。南会津地域には私達の会社から
１億5千万円程支払われています。今までな
かった仕組みがこれから出てくると思います
が、そのためにはそこに関連するすべての人
が係わり、知恵を出し合ってコストを削減し
ない限り無理だと思います。
　今、世界的にはBBOP（Business and Bio-
diversity Offset Program：ビジネスと生物
多様性オフセットプログラム）という動きが
あります。材木や鉄鉱石などの業界で盛んに
使われています。これは原料トレースとい
い、外材が日本に入ってくると、その外材は
どこの国から来るのか、その外材を伐採する
際、その環境をしっかり保護しているメー
カーが、業者が取り扱ったものか、ほかの生
物に影響を与えない伐採の仕方をしているの
かという、栽培歴が付いた商品でないと一流
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のメーカーは家を建てないと。これは今の
ヨーロッパの潮流で、多分これはもっと広が
る可能性は高いと思います。
　「エコ」という言葉自体10数年前の日本で
どれだけ使われていたでしょうか。しかし今
は「エコ」を表面に付けないと電気業界も、
車の業界も駄目、農業の世界も駄目になって
きている。「エコ」が独り歩きしています。
これから生物多様性という一般消費者になじ
みのない言葉が、すごい力を持って歩き始め
る流通が行われると思います。それを発信す
るのが今日の研究会であり、それを共有する
ことが大事になっていくと思います。
　今までの農業分野では、各自がやっている
農法、農業を伝える手法・手段が発達してい
ませんでした。これから大切なのは最終消費
者にどうやって伝えるかです。この業界で
ネットワークを作りどのようにこれをやるの
かが大切です。
　私は農地・水・環境保全対策の部落委員を
していますが、周囲の川の生き物調査をした
ら、昔見たトノサマガエル、メダカ、ゲンゴ
ロウはいつの間にいなくなっています。これ
を伝えなければならないが、これを伝える組
織がない。これを伝えていけば消費者も分
かってくれるので、そういう運動を始めてい
けば、もっと違った流通の仕組みが日本中に
広がる気がします。
松本：環境保全型農業に関連して、会場から
ご質問をお受けしたい。

農産物価格は生産者・消費者双方が
納得できる線で

会場からの質問：私は猪苗代町在住の稲作専
業農家です。現在８名で約120haを耕作し、
その半分を特別栽培農産物の認証を受け販売
しています。福島県では平成２年に特別栽培

農産物の認証機関が設立され、8人のグルー
プでその認証を受け、現在の認証機関に納め
ている金額は年間37万円、これにガイドラ
イン料を加算すると約50万円の経費がかか
ります。私も、関西と関東の生協に米を納め
ていますが、消費者価格は変わらないが、米
価が下がっているため現在価格交渉をしてい
ます。農産物の収益性低下に関連して、生協
の立場としてどう考えているか伺いたい。
齋藤：パルシステムがなぜ有機認証ではなく
公開確認会というシステムを作ったかです
が、食べる人と作る人のお互いが確認し合っ
て納得できる、お金のかからない仕組みを作
り、生産側の負担軽減を図り、農産物の販売
価格を押え、よりたくさん利用してもらうた
めです。パルシステム連合会の理事会の下に
新農業委員会があり、私はその委員長をやっ
ていますが、先日の委員会でパルシステム福
島の委員から、お米の価格が突然下げられた
が、そのことを組合員が論議しないで下げた
のはどういうことかという質問がありまし
た。質問者とは直接お取引ありませんが、そ
れとリンクして質問を伺っていました。この
問題は、納得性ある方策を出していく議論
をしていかないといけない。組合員から見
て、例えばアキタコマチの新米がイオンでは
1,580円で売っていた。パルシステムがそれ
より高い販売価格で供給することを、組合員
にどう納得ある説明をしていくか、1,580円
で売られるお米の価格が本当に正しい姿なの
か、あるべき姿とは違うということを組合員
に伝えることが私達の使命ではないかとか
思っています。したがって農家が生産された
お米の価値がどのくらいであるかをきちんと
受け止めなければいけないと思っています。
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環境支払の対象等の拡大を望む

会場からの質問：23年度から環境保全型農
業直接支援対策が創設されるとのことで、
我々も非常に意を強くする制度だと喜んでお
ります。対象となる作物や営農活動について
は更に調査を実施して、対象となる作物、活
動の幅を広げて頂きたい。また、エコファー
マーによる化学肥料・農薬の５割削減の確認
をどうやるのかを決めておかないと、不公平
な制度になりかねないと危惧しています。
松尾：最初の点は環境支払の取組の幅を広げ
て欲しいとのことですが、23年８月の概算
要求までには詰めたいと考えています。先ほ
ど土壌の炭素貯留の話もでましたが、対象を
どこまで広げるかです。堆肥を入れると確実
に土壌中に炭素が溜まるが、堆肥の施用量は
普段の営農とどこが違うのかといった問題も
あります。２点目は５割削減の取組の確認で
すが、農家の方には計画書を出してもらい、
記帳をお願いすることになります。お金を支
払うためには要件の確認が必要であり、県庁
にも交付金が出ているので確認のお手伝いを
していただきます。市町村には圃場の確認を
していただきますが、なるべく簡便な方法で
制度を運用するように考えています。
松本：本日のディスカッションでは、テーマ
を２つにしぼりパネラーにご意見を伺いた
い。まず環境保全型農業技術の開発とか普及
の根本につき佐々木会長から伺いたい。

環境保全型農業技術は官民一体で
開発・普及を

佐々木：今までの環境保全型農業技術は、30
年前に有機農業として始まり、生産者自らが
競い合いながら取り組むという歴史が一定期
間ありました。その後10年前から試験研究

機関などの公的機関でも取組が始まり、同時
に生産者と研究機関・大学が一緒に技術の開
発・普及を進めてきました。それをネット
ワークなどで広げ、普及していく活動が必要
と思います。
　温暖化対策への取組はこれからだと思いま
す。例えば、たんぼの炭素貯留でも、堆肥や
有機物の投入の評価をきちんと組み合せてい
かなければと思います。同時にそれをやる技
術体系についても、私達が進めていかなけれ
ばならない。このことが日本農業の存在意義
にもなるので、官民が一緒にやっていく必要
があると考えています。
宇川：土壌が違えば、それに適合した土づく
り技術も違いますが、土壌の見方、分析の仕
方など土づくりのマニアルづくりが各県とも
遅れています。これからの農業は、人間が１
年に１回人間ドッグに入り、健康を維持して
いるように、健康な土づくりが必要です。私
は長年にわたる過剰な化学肥料と農薬の投入
により汚染された土壌を取り戻すことを検討
しています。そして、地域の特性を活かした
環境保全型農業を進め、地域、県、国の発展
につなげていきたい。まだ農家の意識が低い
ので、この点もネットワークの中で一緒に
やっていければよいと考えています。

今までの技術を根本的に見直す
必要がある

鈴木：私はこれまでの技術を根本的に見直さ
なければならない時期にきていると思ってい
ます。我が国では虫を抑え、雑草を抑えると
いう技術を進化させ、収量を上げてきたが、
それをやってきた農家の耕地がどんどん休耕
地になっている一方で、そういう技術を否定
し技術も持っていない二十歳くらいの人が
地域に20人も入ってきている。虫と共生し、
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雑草と共生する技術を仲間で学習する時期に
きていると思います。単収も収入も慣行栽培
に比べ著しく低いのですが、彼らは借地が増
やせれば皆さんと同じ収入が得られると話し
規模を拡大している。自然と共生しながら収
量も上げる技術がこれから非常に大事だと思
います。有機農業などへの新規参入者が増加
している現象をどう説明したらよいのか。彼
等は今良い生活はしていないが、一生懸命農
業をやっている。そういうことを含めて技術
の方向性を見直す時期にきていると感じてい
ます。
松本：次のテーマは消費者、流通関係者との
連携の必要性、或いはどういうふうに進めて
いったらよいかですが、齋藤様からお願いし
たい。

農産物の価値を知ってもらう努力から

齋藤：先週の日曜日、NHKの朝６時の番組「食
べ物一番」に長島敏行さんが出演されており、
10年前に田んぼの学校を開設して、今200人
規模で活動しており、そのブランド米５㎏
が4,800円で売れ、きちんと管理されている。
一方でアキタコマチの新米は５㎏が1,580円
で販売されており、どちらのお米にも選択し
買う消費者がいる。この価格は経済的な理由
だけではなく、買えない層の人もいるが、情
報を買うことで価値を買う、情報は価値を生
んでいくので、如何に情報を集め、発信する
かが大事だと思う。それは生協の役割であ
り、流通の方は一緒にやらないと十分な理解
が進まないと思います。
　都市部に住んでいる人は将来に対して不安
があり、一方農業をやっている人も国際的な
関係もあって不安である。そのことを対立し
て考えていくと、物事は解決していかない。
そこで価値の共有をどこまでやるかが大きな

分かれ道だと思います。消費者に価値を判っ
てもらうために食育の活動をやっています
が、消費者は最終的には生産価格ではなく価
値を買う。だから、コミュニケーションし、
言い続けていかないと矛盾は解決しない。
　私達がなぜ子供達を対象に食農教育してい
るかというと、私自身の体験もあって、ある
程度の年齢になって食べることを考えるよう
になると、子供の体験が自分の核になってい
ることを感じるからです。そのためには子供
のうちに体験してもらうことが大切です。最
近は農業者も交流を受け入れたいという気持
ちが強くなってきた。単なる営業ではなく、
またお客様としてではなく、見せるものは見
せ、言うことは言う、そして受け入れていく
ことが大事だと考えています。

消費者の納得が得られれば販路は拡大

宇川：今、ブルーベリーに力を入れ、経営の
主力になっており、50aの畑で全部完売して
います。なぜ市場に出さないかと言うと、消
費者と繋がりが持てるようにし、消費者が何
を求めてるのか、お客様１人ひとりが求めて
いるものが若干違うからです。苦労話をし
ながら、お客様の求めることを知り、エコ
ファーマーの自覚をもって対応しています。
私は土壌を管理し、その管理責任を果たせ
ば、土壌が商品を作ってくれる。それと環境
をうまくかみ合わせていけば、流通はうまく
いくと考えています。
　トマトも生産部会の中でも次年度の計画に
備えて土壌分析をする。土壌分析しないと秋
にはトマトは作れない。肥料、品種を統一し
て、消費者との約束をきちんと守るために
も、仲間意識を高くして、消費地とリンクし
ていると、新しい市場、新しい消費が増えて
くると考えています。したがって常に環境を
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考え地域農業を考えながら、地域に合った農
産物を作ることが大事です。これは全国共通
であり、皆でよいものを見つけ、消費者とつ
ながっていく、消費者の心をつかみ気持ちを
暖かくして新しい産地を作ることを心がけて
います。

農業の公益的価値向上が農業存続の
カギ

佐々木：これから農業をやっていくためには、
生産コストの低減、また消費者と一緒に流通
組織を作りこれを支え続けること、そして公
益的価値を生めるような農業を営み、温暖化
対応や生物多様性の価値をつけていく必要が
あると思います。同時に、国民が農業を支持
してくれるような価値を作っていかなければ
ならない。そのためには、消費者に対する生
産者としての交流の仕方や伝え方を工夫し、
これを流通に繋げていくことが必要だと思い
ます。生物多様性の保全を通じてCOP10が
開催されましたが、私達は４年前から田んぼ
の生きもの調査のなかでカブトエビやカイエ
ビを地域の生協の方にペットボトルで自分で
ふ化させて、飼育してもらうとか、トンボの
ヤゴをあげ、学校のクラブ活動で朝夕ふ化の
状況を観察してもらうことをしています。
　このように消費者や一般市民に伝える手法
の工夫が必要と思います。同時に、私達が
持っている価値をいろんな形で社会に訴えて
いく必要があると思います。そのためには是
非エコファーマーネットワークに加入して頂
き、全国の優れた事例を共に学びながら、お
互いがレベルを高めていかなければと思いま
す。日本のこの狭隘な農地で営まれる農業が
アメリカやオーストラリアの広大な農業と、
また東南アジアの低賃金体制農業と競争して
いく中で、日本の国民がこの農業を必要とし

ていないことなしに、持続的農業はないと思
います。そういう意味でもネットワーク化を
進める必要があるので、ご理解を頂きたい。

良い農産物を作っただけでは不十分

鈴木：今起きている現象から未来をどう導き
出すかを皆さんに考えてもらいたいと思いま
す。日本の有機農業の、国内生産量に占める
割合は0.18％に過ぎず先進国では最低の数字
です。アメリカでは3.0％で年率20％伸びて
います。日本のスーパー、コンビニなどの産
業は、圧倒的に海外からの輸入であることを
念頭においていて下さい。
　今、ヨーロッパやアメリカでも消費の二極
化が起きています。しっかりした商品を買え
る層と、仕事がなく年金暮らしの中で食品を
買っている層が明確に分かれています。アメ
リカで３年前にリーマンショツクが起きまし
た。それを境にアメリカのスーパーが売上げ
を落としている中で、唯一売上げを伸ばして
いるスーパーがホールフーズです。ホール
フーズは殆どがオーガニックの商品で構成さ
れています。ホールフーズは、“自分達がな
ぜこういう商品を置いているか”という、消
費者に対するメッセージが明確です。一昨年
見学に行った静鉄ストアーがホールフーズを
真似た経営をしている。去年の年末にかけて
野菜が大暴落した中で、静鉄の有機野菜は
280％の伸びを示し、一般野菜も105％の伸
びであった。大手量販店の２社では９割と非
常に苦労していました。そういう流通が日本
でも起こる可能性があり、注目しなければな
らない。
　もう１つは、自分達の商品をしっかりマ
ネージメントする仕組みを作ることです。宇
川さんは人の手を借りないでも商品を全部売
りきります。宇川さんは消費者に思いを伝え
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　私は９年間、組合
員と一緒に無農薬で
有機肥料を使った田
んぼを運営していま
す。今年は反収が５
俵程度で、農業には
楽しさと厳しい現実
があることを、組合

生活者の立場から農業者に
期待すること

エコファーマー

生活協同組合パルシステム
神奈川ゆめコープ理事長　齋藤　文子

るのが上手です。今、私達は有機の商品を
ヴェルジェと言う八百屋で売っていますが、
そこで一緒に「語り部」を作ろうとしてい
る。有機商品を必死になって消費者に伝えて
くれる「語り部」を自分達で作ろうと思って
います。どんなに良いものを作っても、消費
者に買って、使ってもらわないと意味がない
ので、消費者に使ってもらう仕組みを作ろう
としています。こういう仕組みを作るのが日
本の流通業界に課せられた最大の課題だと思
います。

エコファーマーのネットワーク化を
通じ農業の再構築を図ろう

松本：本日のパネルデスカッションの中で、
私の心に非常に強く響いたことは、「エコ
ファーマーになって何がよかったか」の問い
に対し、お二人から期せずして“友達、仲間
を得たことだ”と言われたことです。これは
非常に重要なことだと思います。
　エコファーマーの数は20万人といえども、
農家の10％に達していません。この数をもっ
と増やし、情報を交換しながら相互に研鑽し
足腰を鍛えていき、そういう状況の下でアメ
リカ農業に勝ち、或いは労働賃金の安い東南
アジアの農産物に対抗できる日本農業が生ま
れると考えています。
　どうぞ皆さん、日本の本当の農業を創って
いこうではありませんか。そうした農業を
創っていくために皆さん方を上に引っ張り上
げ、子供達を育成していくことがない限り日
本の農業の先行きは極めて危ないと思いま
す。
　どうか皆様の日頃のご活躍を通じて、ひと
りでも多くがエコファーマーへの思いを消費
者に訴え、消費者もそれに呼応するようなか
たちで、日本の農業を守って頂きたいと思

員と一緒に体験しています。
　今日は「生活者の立場から農業者に期待す
ること」と題して、消費者の産直交流と地域
参加の結びつきを、またパルシステムの産直
や神奈川県の産直事業がどのように係ってい
るかについてご報告します。

食と農をつなぎ「いのち」と「環境」
を守るパルシステムの取組

　パルシステムは首都圏を中心に北は福島か
ら南は静岡の１都８県、９生協からなる「食
と農」の事業活動を運動の中心に据えて産直
に力を入れている都市型生協です。現在、登
録組合員数が120万人、事業高は1,800億円
です。
　パルシステムは歴史的に、生産者と消費者
の関係を、農産物の商取引きという関係では

齋藤　文子 氏

い、ネットワークもそういうつもりで日本農
業を支えていきたいと考えております。

（文責：事務局）
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なく、一緒に創っていく、という取組の中で
関係を築いてきました。食と農を中心に事業
と運動をやっており、2006年には地域に根
ざした食育コンクールで特別賞を、2007年
には、日本生活協同組合連合会から優良生
協として表彰され、2009年には全国環境保
全型農業推進コンクールで特別賞を頂きま
した。また、パルシステムグループ全体と
しては、同じく2009年に「FOOD ACTION 
NIPPON AWARD」の製造流通・システム
部門で最優秀賞を頂いており、そのほか同年
に第１回マザーズ・ベスト・セレクション大
賞を頂くことができました。
　お配りした資料の「今こそ！産直の底力」。
このチラシの楽しいイラストは「世界がも
し100人の村だったら」という絵本の挿絵画
家にお願いしました。この中には私達がやっ
ている産直の代表的な取組が表現されていま
す。例えば、海を守る運動では、北海道の野
付のホタテ産地で植樹を行い、沖縄県恩納村
のモズク産地でサンゴの植樹をやり、日本の
こめ豚として耕畜連携で食料自給率向上を目
指しています。また、酪農家にタオルを送る
運動や佐渡のトキを守る運動、谷田部の原木
シイタケの取組など、かわいい絵の中で紹介
しています。
　パルシステムでは、食と農をつなぎ「いの
ち」と「環境」を守るため、産直４原則を設
け、これを当たり前のこととして励行してい
ます。
①生産者・産地が明らかであること
②生産方法や出荷基準が明らかで生産の履歴
　がわかること
③環境保全型・資源循環型農業を目指してい
　ること
④生産者と組合員相互の交流ができること

環境保全型・資源循環型農業を
目指す活動推進

　私達は環境保全型・資源循環型農業を目指
し産直事業を行っていますが、産直の３つの
価値を基本に展開しています。その１つが

『安全・・・「いのち」を支える食だから』、２つ
目が『おいしい・・・「食卓を笑顔と感謝で満た
す」』、３つが『つなげる・・・「農」と「暮らし」
を未来に手渡す』、ということです。
また、公開確認会といって、食べる人が直接
栽培方法や安全性の内容を確認していく仕組
みをつくり、独自の二者認証制度を実施し
ています。現在96産地で実施していますが、
監査人講習会で多くの組合員が受講し、実際
の公開確認会に監査人として参加します。そ
こでは消費者は、安全性だけでなくどうした
ら良い組織、良い農産物ができるかというこ
とを共感できるような、対話を通じて監査を
していきます。この公開確認会が交流の一番
の深いところを捉える仕組みとなっていま
す。
　次に生物多様性の取り組みですが、名古屋
で行われたCOP10に参加し、マルハナバチ
を展示したり、水槽の中にミニビオトープを
再生したりして、非常に好評でした。
　パルシステムのもう１つの産地との交流
に、耕畜連携で食糧自給率を高めるための取
組もあり、地域ぐるみの産地協議会を全国
13カ所で展開しています。先ほどの「海を
守るふ～どの森づくり」の野付の植樹の他、
私達の交流事業の原点になっているJAささ
かみでの協議会や、パルシステム神奈川ゆめ
コープ（以下当組合）独自の小田原、岩手花
巻、宮城みどりのとの食と農の推進協議会な
どがあります。
　それから、畜産については産直協議会を持
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ち、産地と定常的、日常的に協議会を設け、
より良い産直事業を進めるようしています。
　更にもう１つ、「100万人の食づくり」運
動を展開し、これは組合員100万人の取り組
みを意味し３年目になります。“パルシステ
ムの商品を利用すると、産地と食卓と未来が
つながっていきますよ”ということで、「産
直プロジェクト11（イレブン）」を立ち上げ、

「もったいない」や「ごはんもう１杯」プロジェ
クトなどで、100万人の組合員がごはんをも
う一杯食べると、自給率が0.2％上がるとい
う一つの試算の上で取り組み、例えば、その
人達が５人に声を掛けると５倍で、食糧自給
率が１％上がるという象徴的な運動を進めて
います。
　次の100万人の行動計画は、パルシステム
の産直を支える専門の子会社が７社あり、そ
の中で産直に係るパルシステム100％出資の
畜産専門子会社の（株）パルミート、青果専
門子会社の（株）ジーピーエスの２社中心に
産直事業をやっています。
　また、パルシステム生産者・消費者協議会
では、生産者と消費者がともに考え共に行動
し、双方の努力によって課題を解決していこ
うという場です。これは20年前に設立して、
現在120産地と、生協側の13団体で構成され
ており、代表を生産者、副代表を消費者が担
い組織化しています。

生協産直から交流事業への展開

　生協産直から交流事業へどのように展開し
ていったのか、まず1999年に国の食料・農
業・農村基本法ができ、それを受けて翌年に
はパルシステムの新農業政策を策定しまし
た。そして当組合では、県内産直政策を作っ
て小田原や岩手花巻、宮城みどりのとの交流
事業を始めますが、これが評価されて環境保

全型農業推進コンクールでの受賞につながり
ました。小田原の食と緑の交流事業の展開
は、現在年間で4,300人を超す都市住民と生
産者が交流しており、耕作放棄地を復元し農
の学校で活用しています。この実際の運営
は、NPO法人「小田原食とみどり」に委託
しています。この他、当組合は2008年に「JA
いわて花巻」と、翌８月には「JAみどりの」
と食と農の推進協議会を立ち上げ交流をして
います。
　ここで小田原食と緑の活動を紹介します
と、果樹中心の生産者で構成されている（有）
ジョイファーム小田原は梅のほか、タマネ
ギ、ミカンなどを1975年から生協と取引き
し、キウイは有機認証を受け、エコファー
マーの方も多くいます。しかし都市部といえ
ども高齢化が進んでいる産地です。

農を核とした地域づくり

　当組合では、環境保全型農業の推進を農業
者と消費者が一緒になって暮らしの中の課題
を解決していくことを目的に、９年前に農を
核とした地域づくりをすすめています。図１
で示したように、農を真ん中にして食を考
え、環境を考える、そして体験、人材育成、
教育と食育、ツーリズム、小田原の伝統芸能

図1　農を核とした地域づくり概念図



13

　図２は田んぼの学校のステップアッププロ
グラムを紹介したものです。ここでは体験か
ら入り、やがては半農半Ｘ的な暮らし（半自
給的な農業と、やりたい仕事を両立させる生
き方）から就農までの相関図です。縦軸が農
業技術のレベルで、横軸が農業への関心を示
したものです。まず体験イベントでは、農業
を楽しんで頂くための収穫体験のイベント

（オニオン祭り）が年間４回くらいあり、オ
ニオン祭には600人程参加します。体験を楽
しんだら、「農の学校（13コース）」に進み
ます。たんぼの学校の場合、まず初級コース
で昔ながらの田植えをやり、また案山子を
作ったり、そうめん流しのお楽しみ交流や、
生き物調査を体験します。外国の方も一緒に

参加しています。
　そして、更にやりたい人は２年目以降、「豊
年倶楽部」に登録し、「キヌヒカリ」、「朝紫」、

「国優占」を自家用米として栽培する本格的
な米作りをします。５月の連休には籾まきを
やりますが、無農薬に拘っているので、山土
を購入して育苗土を作ります。６月には田植
えをし、秋には落ち葉を集めて堆肥作りをし
たり、また水稲の輪作として在来種の「津久
井大豆」を播いています。私達は昔ながらの
お米作りを一通り経験するために、千歯こぎ
や足踏み式籾摺り機や「とうみ」を使いまし
たが、量産するために農機具が必要で、助成
金を利用して新しい籾摺り精米機なども購入
しています（写真１）。
　この他、就農までできるステップアッププ
ログラムとして圃場を使った「はたけの学
校」、「ハーブの学校」、「果樹の学校」があり、
ハーブでは認定校から委託を受け、インスト
ラクターの資格も採れます。畑はそれぞれの
区画割がしてあり、初級は事務局の指導を受
けるが、中級コース以上では自主的に運営し
ていくシステムとなっています。たんぼの学
校もみんなでメーリングリストを作って事務
局はあまり面倒をみないやり方で、19家族図２　田んぼの学校のステップアッププログラム

写真１　田んぼの農作業風景

や文化等が農に深いかかわり
があるという概念図です。そ
の実際のプログラムには、農
業体験のプログラム、教育プ
ログラム、それから食農教育
や就農者支援、更には商品開
発、それから小田原市の都市
農業成長特区事業での活動に
取り組んでいますが、参加者
自ら倉庫を造ったり、今後は
ログハウスも計画していま
す。
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が参加しています。
　「果樹の学校」は多くの生産者の協力を得
て圃場に入れていただき、大変感謝しており
ます。果樹は梅、みかん、キューイフルーツ
のコースがあります。
　PB商品でブルベリーと梅のジャムを商品
開発しました。梅については、小田原市は十
郎梅の産地で南高に押され気味で伸びなかっ
たが、地元で十郎梅を残したいと相談を受
け、生梅50㎏を漬けて試食してもらったら、
90％の人が十郎梅の方が美味いということ
で、３年かけて商品化しました。毎年、梅干
し電話相談室も設け、パルシステムのすすめ
る手作り保存食の定番となっています。

交流事業から地域活性化への取組

　この他、小田原市との交流事業は小さな一
歩ですが、特区の中で市との協働事業として
消費者だけで耕作放棄地の復元を行い、現在
は12圃場を市から借り、体験農場として利
用し、昨年から津久井大豆も栽培し、生産物
は販売もしています（写真２）。
　地域には「小田原有機の里づくり協議会」

があり、事務局として参画し、タマネギを学
校給食の食材として届ける等の活動をしてい
ます。またジョイントベンチャーで市の施設

「梅の里センター・みのり館」の指定管理を
受けています。ゆくゆくは就農希望者や耕作
放棄地利用の相談窓口を設けるなど、消費者
と農業者が一緒になって地域農業を活性化さ
せたいと考えております。
　神奈川県の食料自給率はわずかに３％（カ
ロリーベース）、97％を外部に依存している
現状なので、自給率向上のためにパルシステ
ムの生産者・メーカと連携し資源循環できな
いか、模索中です。例えば、共生食品で製造
した豆腐の副産物のおからを飼料として神奈
川中央養鶏に利用してもらい、その鶏ふん堆
肥を小田原産直組合が使うというように、そ
れぞれの副産物を順番に廻していけるように
する。納豆のカジノヤさんは、現在地域の大
学や小学校で津久井大豆を生産し、在来種を
守る運動をされています。農の学校で大豆を
作り、納豆にして組合員に供給できたら面白
い。
　また、小田原では現在4,300人が交流して

写真２　耕作放棄地の復元作業

おり、産地の知名度も向上
し、特産物のブランド化が進
んでいます。今「農」の価値
が注目されていますが、９年
前に始めた頃は市民の農への
関心も低かったですが、今は
農の価値が高まっていると感
じられます。また、小田原市
の都市住民のボランティア・
協力者が増え、他団体との協
働事業とか、農業を通じた教
育効果や生物多様性に配慮し
た取組を地域の方とやってい
けないかと考えています。子



15

供は土のにおいとか、風のにおいを肌で感
じ、それが子供達の将来育っていく心の栄養
になるのではと、確信しています。

消費者参加型交流事業がもたらすもの

　消費者は当然価格に左右されることにな
ります。体験を通して学習することによっ
て、その人の価値観が変わっていく。また主
体的に行動するようになるし、消費行動も変
わってくることがあります。私達の活動の目
的は、新しい価値を形成するためであり、体
験することで様々なことが判ってくる。一
方、農業者も消費者を受け入れるようになり
ます。以前、消費者はお客さんであり、来て
くれるのはうれしいけど疲れるということが
あった。しかし一年間を通じて交流をしてい
ると、心が通い都市住民を受け入れてくれる
ようになる。
　そして農業者自身、自分達の地域の価値も
再認識し、また交流事業への関わり方が変化
してきている。それまでオニオン祭も義務と
か、営業として参加していたが、今は楽しみ
ながらやっておられる。やがては無償のボラ

図３　消費者と農産物の相関ピラミッド

ンティアとして指導者が出てくる。消費者も
そうです。図３は消費者と農産物の相関関係
を示したものです。消費者は最初あまりこだ
わらないが、交流や体験を通して半農半Ｘに
上がっていく。農産物も最初は慣行栽培を購
入、次第にエコチャレンジへと移行し、最後
は消費者も減・減の農産物を積極的に買うよ
うになったり、全体が底上げされていく。
　私達はこうした交流事業をやっているが、
単におこなっていくのではなくて、農業は大
事だということを肌で感じ、小田原市内だけ
ではなく、日本全国の産地を農業者と一緒に
守って行きたいと思っています。


